
 

 

 

 

 

 

  

                             

 

茨木市では、市民の安定就労を促進するため、市内事業所で失業中の方を正規労働

者（※ 1）として雇用、又は同一事業所内で非正規労働者（※ 2）を正規労働者に転換

した事業主への奨励金制度を設けています。  

また、働きやすい職場づくりを促進するため、ワーク・ライフ・バランスの推進や

仕事と子育て・介護の両立支援及び女性活躍推進等に配慮した職場環境を整備する

『働きやすい職場づくり推進事業所認定事業所（※ 3）』に対して、奨励金額におい

て優遇措置を設けています。  
※ 1 正規労働者とは・・・事業主に直接雇用される雇用期間の定めのない方であって、 1 週間の所定労働時間が 30

時間以上である労働契約を締結し雇用される雇用保険の一般被保険者であり、雇用される事業所において、正規

労働者としての処遇をうける人  

※ 2 非正規労働者とは・・・①雇用期間に定めのある方であって、雇用される事業所において、労働者と同等の処遇

をうけない人、又は②労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律（昭和 60 年法

律第 88 号以下「労働者派遣法」という。）第 30 条第１項に規定する有期雇用派遣労働者（期間を定めて雇用さ

れる派遣労働者をいう。以下同じ。）（同法第２条第４号に掲げる紹介予定派遣により派遣をされるものを除く。） 

※ 3 働きやすい職場づくり認定事業所とは・・・茨木市働きやすい職場づくり推進事業所認定制度実施要綱（平成 29

年 5 月 17 日実施）第 5 第 1 項の規定により、茨木市働きやすい職場づくり推進事業所認定事業所として認定さ

れた事業所  

 

 

          

奨励金額  
中小企業事業主又は  

一般社団法人等  

働きやすい職場づくり

推進事業所認定事業所  

新たに正規労働者として  

雇った場合  
300,000 円  400,000 円  

非正規労働者を正規労働者として

転換した場合  
200,000 円  300,000 円  

上記のうち一般的な正規労働者よ

り所定労働時間が短時間の場合  
100,000 円  200,000 円  

 

 

 

１年度につき、２人分まで  

 

 

正規労働者として雇用した日、又は正規労働者へ転換した日から６か月経過後、

３か月以内であって、６か月分の給与支払い後（Q2 参照）  

 

 

            

        
茨木市正規雇用促進奨励金制度 

 

  
 

（令和７年４月現在）  

 交付人数  

 申請期間  

 補助内容  



 

 

 

                                       
 

市内事業所で失業中の方を正規労働者として雇用、又は非正規労働者を正規労働者に転

換し、かつ、次のいずれにも該当する事業主  

1 中小企業事業主（※ 4）若しくは一般社団法人、公益社団法人、社会福祉法人、医療

法人等であって、かつ、中小企業事業主と同規模の事業主であること  
    ※ 4 中小企業事業主・・・中小企業基本法（昭和 38 年法律第 154 号）第２条第１項各号に掲げる企業をいう。

ただし、発行済株式の総数又は出資金額の総額の２分の１以上を同一の大企業（中小企業以外の会社をいう。）

が所有しているもの、発行済株式の総数又は出資金額の総額  の３分の２以上を大企業が所有しているもの及

び大企業の役員又は職員を兼ねている者が、役員総数の２分の１以上を占めているものを除く。  

2 雇用保険適用事業所の事業主であること  

3 対象となる労働者の雇入れ、又は転換の日から 6 か月間、労働者を雇用継続し、  

その期間の給与を支払った事業主であること  

4 対象となる労働者の雇入れ、又は転換の日から前後６か月、事業主の都合により  

労働者を解雇していないこと  

5 市税の滞納がないこと  

6 労働者災害補償保険、厚生年金、健康保険の加入が義務付けられている場合は、  

当該保険に加入していること  

7 労働基準法（昭和 22 年法律第 49 号）等の関係法令を遵守するとともに、法令  

に適合した就業規則等を整備している事業所であること  

8 奨励金の受給終了後も正規労働者として相当期間雇用することが確実であること  

ただし、次のいずれかに該当する場合は対象となりません。  
①過去にこの要綱による奨励金の交付を受けた事業主であって、その交付の根拠となった対象労働者を再び雇い

入れるもの  

②風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和 23 年法律第 122 号）第２条第１項に規定する風俗

営業、同条第５項に規定する性風俗関連特殊営業、同条第 11 項に規定する特定遊興飲食店営業、同条第 13 項

に規定する接客業務受託営業又は同法第 33 条第 1 項に規定する深夜における酒類提供飲食店営業の対象とな

る営業を営む事業主  

③インターネット異性紹介事業を利用して児童を誘引する行為の規制等に関する法律（平成 15 年法律第 83 号）

第２条第１項第２号に規定するインターネット異性紹介事業を営む事業主  

④茨木市が出資による権利を有する事業所の事業主、⑤その他市長が不適当と認める者  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ３か月以上失業（※ 6）期間があり、  

正規労働者として市内事業所で雇用した  

 

同一の事業所において、対象事業主に雇用され、

又は派遣されている非正規労働者であって、  

非正規労働者から正規労働者に転換し、  

雇用期間以外の労働条件の待遇が改善した  

 

 市民（※ 5）、又は正規労働者になった日から３か月以内に  

茨木市に転入し、申請日においても茨木市民である  

④〈雇用形態に定年制が適用される場合〉  

正規労働者への転換の日から定年年齢に  

達する日までの期間が５年以上である  

⑤〈雇用形態に定年制が適用されない場合〉  

正規労働者への転換の日において  

65 歳未満である  

①前職を事業主の都合により離職し、  

本人の責に帰すべき事由及び定年によ

る離職ではない  

②〈雇用形態に定年制が適用される場合〉  

正規労働者として雇用した日から定年年齢  

に達する日までの期間が５年以上である  

③〈雇用形態に定年制が適用されない場合〉 

正規労働者として雇用した日において  

65 歳未満である  

次の①～⑤のいずれかに該当する方（事業主の 2 親等以内の親族及び正規労働者と

して雇用することを前提として雇い入れられた非正規労働者は除く）  

※ 5 市民・・・本市の区域内に居住し、住民基本台帳法  

（昭和 42 年法律第 81 号）に基づき本市の住民基本台帳  

に記録されている方  

※ 6 失業・・・仕事に就いておらず、仕事を探しており、  

仕事があればすぐに就くことができる状態  

 

 対象事業主  

 

 対象労働者  

 



 

 

 

 

                            

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Q１ .  事業所の本社の所在地が市外の場合でも申請できますか？  

A１ . 市内の事業所において雇用又は正規労働者への転換される場合は対象となりま

す。ただし、事業所の本社の所在地が市内であっても、対象となる労働者の勤

務地が市外の場合は支給対象外となります。  

 

 

下記の書類を揃えて、商工労政課窓口へ直接又は、郵送にてご提出ください。  

※できる限り窓口へご持参ください。  

 

 

①茨木市正規雇用促進奨励金交付申請書   

②要件確認書（転換の場合は、「待遇改善確認シート」も必要です。）  

③給与支払書※Q2 参照  

④対象労働者の労働条件通知書又は雇用契約書（写）  

⑤対象労働者の雇入れ、又は転換の日以降６月間の出勤簿（写）※Q2 参照  

⑥対象労働者の雇入れ、又は転換の日以降６月間の賃金台帳（写）※Q2 参照  

⑦雇用保険被保険者資格取得等確認通知書（事業主通知用）（写）  

⑧〔中小企業事業主または一般社団法人等の場合〕  

中小企業事業主であることを確認する書類（資本金または出資の額、常時雇用する

労働者数がわかるもの）  

（例）３か月以内に発行された登記簿謄本（写）または事業所台帳全記録照会（ヘッダー）

など  

⑨労働者災害補償保険の加入がわかるもの  

（例）労働保険料の申告書（控）  

⑩対象労働者の厚生年金・健康保険の加入がわかるもの（写）  

（例）健康保険・厚生年金被保険者資格取得届など  

⑪対象労働者が失業中、又は非正規労働者であったことがわかるもの（写）  

（失業中の場合のみ）履歴書、ハローワークカード、雇用保険受給資格者証など  

（非正規労働者の場合のみ）非正規労働者であった期間の雇用契約書、労働条件通知書  

（紹介予定派遣を除く有期雇用派遣労働者の場合のみ）労働条件通知書及び派遣先管理台帳  

⑫誓約書  

⑬〔事業主都合により離職した方を雇用された場合のみ〕  

 雇用保険被保険者資格喪失通知書（被保険者通知用）（写）  

 

※必要に応じて、総勘定元帳等の提出を求める場合があります。  

 

（①、②、③、⑫に関する書類は、市ホームページからダウンロードできます。）  

 申請に必要な書類・申請方法  

 

 Q ＆ A 

 



 

 

 

 

Q2. 申請期間はいつからいつまでですか。  

A2. 図示すると下記のとおりになります。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※雇入れ日又は転換日から６か月間に対する給与の支払を終えてからの申請となり

ます。給与計算締日によっては、７か月分の出勤簿、賃金台帳の提出が必要となり

ます。  

※申請期限が閉庁日の場合は、直前の開庁日までです。  

 

Q3. 転換の場合、雇用期間（有期契約から無期契約）以外の改善された労働条件に

は、給与が上がった、昇給がある等以外に該当する条件は何ですか。  

A3. 市ホームページから下記「待遇改善確認シート」をダウンロードし、労働条件

をご確認いただき、ほかの必要な書類と合わせてご提出ください。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Q４ .  一度奨励金を申請したことがある対象労働者を再度雇用した場合、申請できま

すか。  

A４ .  対象になりません。対象労働者１人につき、１回までです。  

 

 
 

お問合せ

先  

茨木市  産業環境部  商工労政課  

TEL：072-620-1620 FAX： 072-627-0289 

E-mail syokorosei@city.ibaraki.lg.jp 

市 HP はこちら！ 

4/1 

雇
入
れ
日 

又
は
転
換
日 

9/30 12/31 

６か月  

 

 

転換前 転換後

社員区分

勤務時間 ：　　　　～　　　： ：　　　　～　　　：

休日

勤務地の限定 有　　・　　無 有　　・　　無

職務の限定 有　　・　　無 有　　・　　無

昇格 有　　・　　無 有　　・　　無

賃金形態
時給　・　月給　・　日給

　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

時給　・　月給　・　日給

　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

昇給 有　　・　　無 有　　・　　無

賞与 有　　・　　無 有　　・　　無

退職金 有　　・　　無 有　　・　　無

特別休暇
（※1）

有（名称　　　　　　　　　　　　）

無

有（名称　　　　　　　　　　　　）

無

上記以外の
待遇改善点

待遇改善がわかる
就業規則・給与表等

（※1）法定休暇とは別に規定している休暇。有給無給は問いません。

待遇改善確認シート（転換の場合のみ提出）

有　　・　　無

申
請
期
限 

 
申請期間  

 

※すべての項目が改善されている

必要はありませんが、待遇が改善

しているかは総合的に判断しま

す。  

転換前から正規労働者と同等の

待遇を受けている場合は対象外

となります。  

 

9/30 勤務分まで

の給与支払日  

雇入れ日又は転換日

から６か月経過後、

３か月以内  


